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イントロダクション



最低賃金法に基づき国が賃金の最低額を定め、
使用者は、その最低賃金額以上の賃金を労働者
に支払わなければならないとする制度

最低賃金

出典：厚生労働省HP



・中央最低賃金審議会の
目安額をもとに地域ごと
の実情を踏まえ各都道府
県で最終決定
・毎年10月に改定
・過去20年間増加し続け
ている

出典：厚生労働省地域別最低賃金改定状況

2024
1055円

2005
668円



パートタイム労働者

パートタイム労働法の対象である短時間労働者（パートタイム
労働者）は、「１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用さ
れる通常の労働者の１週間の所定労働時間に比べて短い労
働者」

「パートタイマー」「アルバイト」「嘱託」「契約社員」「臨時社員」
「準社員」など、呼び方は異なっても、この条件に当てはまる労
働者であれば、「パートタイム労働者」としてパートタイム労働
法の対象となる。

出典：厚生労働省 HP



研究の目的



動機

•最低賃金は特にアルバイトやパートで働く人の収入や就
業率、雇用形態に影響を及ぼす

•今回は、最低賃金の引き上げが雇用形態選択(正社員と
して働くかパートタイム労働者として働くか、もしくは
働かないか)の変化に与える影響に限定して、分析する

•パートタイム労働者の増加は少子化による人手不足解消
に対する足がかりになる可能性



仮説

•最低賃金の引き上げはパートタイム労働者の賃金を上
昇させ、それまで働いていなかった人が新たにパート
タイム労働者として働き始める

•逆に一般労働者(正社員)賃金が上昇すると、パートタイ
ム労働者として働いていた人が雇用形態を変え、正社
員として働き始める

•これらの影響が統計的に正しいかどうかを検証する。



先行研究



参考

『日本労働研究雑誌 2010年4月号(No.597)』
安部由起子(2010)「最低賃金引き上げのインパクト」
・2007年以降の最低賃金改定はそれまでの約20年とは異なる。
1990年～2006年の間では最低賃金の対東京比がほぼ一定で推移
している
→2007年以降に限定して分析を行う
・最低賃金には20％もの地域差が存在しているため、その影響
は地域別に分析するべき
→都道府県別のデータを用いて分析する



参考：先行研究

『評論・社会科学』
福田順(2019)「動学的労働需要関数を用いた一般労働者とパー
トタイム労働者の代替・補完関係の検討」

パートタイム労働者数への影響を一般労働者の賃金、パートタイ
ム労働者の賃金、実質GDPを説明変数として分析

変数の影響
一般労働者の賃金 ＋
パートタイム労働者の賃金 －
実質GDP －



先行研究との比較

本研究福田(2019)

2012,2017,2022の3年分
1999年第1四半期から
2009年第1四半期

分析期間

パネルデータ
(時系列×都道府県別)

時系列データデータ

パートタイム労働者割合パートタイム労働者数被説明変数

最低賃金パートタイム労働者の賃金

説明変数 一般労働者の賃金一般労働者の賃金

県内総生産実質GDP



分析



モデル設定

被説明変数Y
パートタイム労働者割合

15-24歳男性モデル
45-54歳男性モデル
65歳-男性モデル
15-24歳女性モデル
45-54歳女性モデル
65歳-女性モデル

説明変数X

最低賃金
一般労働者賃金
実質GDP
2012年ダミー変数
2017年ダミー変数



変数

•パートタイム労働者割合
使用データ：総務省「就業構造基本調査」
(パート＋アルバイト)/雇用者 *100で計算
アルバイト・パートで働く割合の高いと考えた
・学生 15~24歳
・主婦 45~54歳
・高齢者 65歳~ の3つの年齢区分に限定
すべて男女別のデータを使用



変数

• 最低賃金
使用データ：厚生労働省「地域別最低賃金改定状況」

• 一般労働者賃金
使用データ：厚生労働省「毎月勤労統計調査(地方調査)」

内閣府「県民経済生産」
30人以上の事業所（調査産業計）に勤務している常用労働者の1か月
の所定内給与をGDPデフレータで実質化して使用
• 実質GDP
使用データ：内閣府「県民経済計算」県内総生産 ※2022年のデータに

関しては現時点(2024/11/20)において未公表のため、2021年のデータで代用



パネルデータ分析

複数の同一個体が複数時点にわたって観察されているパネ
ルデータを用いて行う分析。

パネルデータは、時系列データとクロスセクションデータ両方
の特性を併せ持つ。



パネルデータ分析

•プールドOLS
最小二乗法による回帰分析。観察値がそれぞれ独立だと仮定し

て推定。
•固定効果モデル

が説明変数と相関があるときに使用。
•変量効果モデル

が説明変数と相関がないときに使用。



分析結果

• テーマ：最低賃金と
パートタイム労働者に
ついて

変量効果モデルプールドOLS固定効果モデル

P値係数P値係数P値係数

0.2883-4.6010.2800-4.441--切片

***3.32e-062.958***2.257e-063.050***0.00203.072
最低賃金

(log)

***0.0049-0.968***0.0033-1.018**0.0378-0.922
一般賃金

(log)

0.32600.0440.44280.0350.24660.072
実質GDP

(log)

***6.06e-06-0.423***2.02e-06-0.4420.77720.075
ダミー変数

2017

***2.76e-05-0.721***1.36e-05-0.7500.7916-0.110
ダミー変数

2022

有意水準 ***１％ **5%  *10%

15-24歳男性

サンプルサイズ：141



分析結果

• テーマ：最低賃金と
パートタイム労働者に
ついて

変量効果モデルプールドOLS固定効果モデル

P値係数P値係数P値係数

**0.019812.334***0.001116.427--切片

4.41e-010.5955.65e-010.430**0.01212.767
最低賃金

(log)

***0.0043-1.189***0.0005-1.4590.4556-0.366
一般賃金

(log)

0.7306-0.0180.94610.003*0.0517-0.136
実質GDP

(log)

1.11e-01-0.1821.04e-01-0.1760.43980.236
ダミー変数

2017

3.47e-01-0.1970.3919-0.1720.19880.603
ダミー変数

2022

有意水準 ***１％ **5%  *10%

45-54歳男性

サンプルサイズ：141



分析結果

• テーマ：最低賃金と
パートタイム労働者に
ついて

変量効果モデルプールドOLS固定効果モデル

P値係数P値係数P値係数

0.3171-2.834**0.0370-5.553--切片

***4.61e-041.436***6.61e-051.6370.44140.448
最低賃金

(log)

0.3053-0.2230.6987-0.085**0.0343-0.564
一般賃金

(log)

0.2657-0.032*0.0667-0.0520.37060.033
実質GDP

(log)

1.98e-01-0.079**9.10e-02-0.0970.8155-0.037
ダミー変数

2017

***2.00e-02-0.259***4.91e-03-0.3050.5866-0.136
ダミー変数

2022

有意水準 ***１％ **5%  *10%

65歳～男性

サンプルサイズ：141



分析結果

• テーマ：最低賃金と
パートタイム労働者に
ついて

変量効果モデルプールドOLS固定効果モデル

P値係数P値係数P値係数

0.1326-4.7850.1181-4.720--切片

***1.068e-062.278***2.059e-062.245***0.00022.698
最低賃金

(log)

**0.0376-0.525**0.0423-0.522*0.0539-0.632
一般賃金

(log)

0.88750.0040.90780.0040.83830.009
実質GDP

(log)

***1.23e-07-0.364***1.523e-07-0.3610.4921-0.136
ダミー変数

2017

***3.594e-07-0.643***6.007e-07-0.6380.4917-0.213
ダミー変数

2022

有意水準 ***１％ **5%  *10%

15-24歳女性

サンプルサイズ：141



分析結果

• テーマ：最低賃金と
パートタイム労働者に
ついて

変量効果モデルプールドOLS固定効果モデル

P値係数P値係数P値係数

**0.02415.547*0.06374.278--切片

***2.72e-051.482***6.441e-061.620**0.03491.062
最低賃金

(log)

***7.144e-08-1.001***1.461e-06-0.959***4.31e-06-1.099
一般賃金

(log)

**0.01210.062**0.03770.051***0.00760.086
実質GDP

(log)

***7.433e-06-0.240***8.64e-07-0.2560.2320-0.164
ダミー変数

2017

***9.265e-08-0.515***2.466e-08-0.549*0.0700-0.392
ダミー変数

2022

有意水準 ***１％ **5%  *10%

45-54歳女性

サンプルサイズ：141



分析結果

• テーマ：最低賃金と
パートタイム労働者に
ついて

変量効果モデルプールドOLS固定効果モデル

P値係数P値係数P値係数

0.56781.1160.56871.116--切片

***3.166e-081.629***1.585e-071.629*0.09690.845
最低賃金

(log)

***0.0003-0.587***0.0004-0.587**0.0101-0.599
一般賃金

(log)

**0.0498-0.041*0.0519-0.0410.9772-0.001
実質GDP

(log)

0.5212-0.0270.5223-0.0270.13840.208
ダミー変数

2017

**0.0314-0.170**0.0332-0.1700.60620.112
ダミー変数

2022

有意水準 ***１％ **5%  *10%

65歳～女性

サンプルサイズ：141



分析結果

•最低賃金の変数は65歳以上男性/女性モデルを除いて５％水準で
有意
⇒最低賃金はパートタイム労働者割合に正の影響
•一般労働者賃金の変数は45-54歳男性/15-24歳女性モデルを除い
て５％水準で有意
⇒一般労働者賃金はパートタイム労働省割合に負の影響
•実質GDPの変数は/45-54歳女性モデルを除いて５％水準で有意
でない
⇒影響があるとまではいえない
•年次ダミー変数は有意ではない



分析結果

• テーマ：最低賃金と
パートタイム労働者に
ついて

65歳-45-54歳15-24歳

P値係数P値係数P値係数

0.44140.448**0.01212.767***0.00203.072
最低賃金
(log)

**0.0343-0.5640.4556-0.366**0.0378-0.922
一般賃金
(log)

0.37060.033*0.0517-0.1360.24660.072
実質GDP
(log)

0.8155-0.0370.43980.2360.77720.075
ダミー変
数2017

0.5866-0.1360.19880.6030.7916-0.110
ダミー変
数2022

有意水準 ***１％ **5%  *10%

年齢別の影響
-男性-

サンプルサイズ：141



分析結果

• テーマ：最低賃金と
パートタイム労働者に
ついて

65歳-45-54歳15-24歳

P値係数P値係数P値係数

*0.09690.845**0.03491.062***0.00022.698
最低賃金
(log)

**0.0101-0.598***4.31e-06-1.099*0.0539-0.632
一般賃金
(log)

0.9772-0.001***0.00760.0860.83830.009
実質GDP
(log)

0.13840.2070.2320-0.1640.4921-0.136
ダミー変
数2017

0.60620.112*0.0700-0.3920.4917-0.212
ダミー変
数2022

有意水準 ***１％ **5%  *10%サンプルサイズ：141

年齢別の影響
-女性-



年齢別の影響

•最低賃金は、特に15-24歳の若者には大きく影響を与え、その
影響は年齢が上がるにつれ小さくなる

•一般労働者賃金は男性では15-24歳にもっとも影響を与え、女
性では45-54歳にもっとも影響を与える



女性男性

P値標準偏差係数P値標準偏差係数

***0.00020.7152802.698***0.00200.9668853.072
最低賃金

(log)

*0.05390.323761-0.632**0.03780.437646-0.922
一般賃金

(log)

0.83830.0457330.0090.24660.0618190.072
実質GDP

(log)

0.49210.197398-0.1360.77720.2668340.075
ダミー変数

2017

0.49170.308423-0.2120.79160.416913-0.110
ダミー変数

2022

15-24歳

有意水準 ***１％ **5%  *10%サンプルサイズ：141

男女別の影響



女性男性

P値標準偏差係数P値標準偏差係数

**0.03490.4960191.062**0.01211.0809832.767
最低賃金

(log)

***4.31e-060.224515-1.0990.45560.489290-0.366
一般賃金

(log)

***0.00760.0317140.086*0.05170.069114-0.136
実質GDP

(log)

0.23200.136888-0.1640.43980.2983220.236
ダミー変数

2017

*0.07000.213879-0.3920.19880.4661110.603
ダミー変数

2022

有意水準 ***１％ **5%  *10%サンプルサイズ：141

男女別の影響
45-54歳



女性男性

P値標準偏差係数P値標準偏差係数

*0.09690.5040070.8450.44140.5802020.448
最低賃金

(log)

**0.01010.228131-0.598**0.03430.262619-0.564
一般賃金

(log)

0.97720.032224-0.0010.37060.0370960.033
実質GDP

(log)

0.13840.1390920.2070.81550.160120-0.037
ダミー変数

2017

0.60620.2173240.1120.58660.250178-0.136
ダミー変数

2022

有意水準 ***１％ **5%  *10%サンプルサイズ：141

男女別の影響
65歳～



男女別の影響

• 15-24歳と45-54歳では男性のほうが最低賃金の影響が大きく受
けるが、 65歳以上では女性のほうが最低賃金の影響を受ける

• 45-54歳では男女間の違いが特に顕著に見られ、男性は最低賃
金の影響が大きく、女性は一般労働者賃金の影響が大きい

• 65歳以上では、多くの人が定年退職しているため、一般労働者
賃金の影響に男女間の違いがほぼ見られない



先行研究との比較

今回の結果先行研究

－＋一般労働者賃金

＋－パートタイム労働
者賃金/最低賃金

×－実質GDP

・変数の効果が全く異なる結果と
なった。
⇒先行研究は、地域や年齢層を分け
ず、全体としてのパートタイム労働
者数で分析しているため、異なる結
果になったのではないか。

・実質GDPが有意ではないなど、全
体的に有意でない変数が多く出てし
まった
⇒都道府県別で分析するときは地域
間の違いを示す他の変数を追加する
ことでより正確なモデルになるので
はないか。



考察



考察

•最低賃金の上昇すると、パートタイム労働者の賃金が上がり、
パートタイム労働者を選考する人が増える。主に学生などの今
まで働いていなかった人が新たにアルバイトを始める傾向が高
くなる。

•一般労働者賃金が上昇すると、パートタイム労働者から正社員
へと雇用形態を変える人が増え、パートタイム労働者割合が減
る。



考察 高齢者
専業主婦

•パートタイム労働者は正社員と比べ、勤務時間や働き方の自由
度が高いため、働く意志はあっても時間や体力等の理由から正
社員として働くことができない人にとって、短時間でも働きや
すい雇用形態

•賃金の上昇は失業率を上げる可能性が指摘されるが、企業が不
当に賃金を低くしている場合、最低賃金の引き上げは労働者数
を増やす方向にはたらく

•近年の人手不足を解消するためには、各事業者がワーク・ライ
フ・バランスを整えて正社員を働きやすくするだけでなく、現
在働いていない人がパートタイム労働者として働き始める一要
素として、最低賃金の引き上げは効果がある
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